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Abstract 
 

In shipbuilding, additional tasks are required at welding and thermal bending caused by paint discoloration on the back side of 
the joint section and deformation of the thin plate. Therefore, the application of a structural adhesive is being investigated for 
repairing parts where welding is undesirable. In this study, the application of the structure adhesive to a vibration absorption 
member was researched and developed. Firstly, an adhesive and a composite, which are viscoelastic bodies, were applied to 
the vibration source side, and the vibration suppression was investigated by frequency response analysis. The results indicated 
that the vibration was not sufficiently reduced in the living area, although the vibration is expected to be reduced at a peak 
frequency near the main engine. Next, the obtaining the certification acquisition that the structural adhesive is adapted to the 
low flame-spread characteristics was assisted. In addition, construction guidelines, such as the construction procedure and 
method, and the jig for temporarily fixing, were defined for the application of the structural adhesive. Finally, specimens were 
investigated for actual application, and the preprocessing requirements for the adhesive surface were evaluated and determined. 
Test specimens of the vibration absorption carling (vertical girder) were designed and fabricated using an adhesive joint, and 
the response to the natural frequency was experimentally investigated. The results showed that the joining strength of the 
resonance prevention carling is sufficient even if structural adhesive is used as the joining method instead of welding. 
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海洋基本計画（平成 25 年 4 月）において，産学官連携の下，高付加価値船の技術開発を推進し，我が国造船

業・舶用工業・海洋資源関連産業の国際競争力の強化に寄与することがうたわれている．また，科学技術イノベー

ション総合戦略 2014（平成 26 年 6 月）において，産業競争力を強化し政策課題を解決するためのコア技術の一

つとして革新的構造材料の実機適用に向けた異種材料接合技術等プロセス技術の高度化があげられている．近年

では，異種材接合部の強度向上とともに，新材料の用途が他産業において拡大しており，造船においても新接合

法の一般商船への利用を推進することが必要である． 
粘弾性である接着剤を接合部に使用することで，減衰能を持たせることが可能になることが接着剤の利点の一

つとして報告されている 1)．低弾性接着剤は，動的荷重による振動振幅を効果的に減じるため，硬い接着剤より

も柔らかい接着剤の方が減衰特性に優れていると報告されている 2)．複合材も樹脂が粘弾性体で，金属よりも高
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い減衰能を有すると報告されている 3)．鋼被着材と比べて炭素繊維複合材（Carbon Fiber Reinforced Plastics：以下

CFRP）は，特に短い接着長で，高い減衰特性を示すと報告されている 4)． 
造船分野では，設計自由度向上や建造工程効率化の観点から，溶接可能な鋼やアルミニウム合金から構成され

る艤装品であっても，機械的締結やスポット溶接などを併用しない構造接着（構造用接着剤を用いた高強度接合）

が適用され始めている．また，火気工事による接合部裏面の塗装の焼けや薄板の接合時に生じる溶接変形等に起

因する追加工事を回避する必要から，火気工事が望ましくない部位の補修などに，構造接着が検討されている． 
接着プロセスに関する研究において，接着界面の化学状態観察・モデル化・分子シミュレーション・ミクロス

ケール接着強度評価により，接着メカニズムの解明は進んでいる．一方，実構造の構造接着継手では，接着強度

を低下させる様々な要因が作用するが，マクロスケールである実構造の現象をミクロスケールで検証可能な段階

には至っておらず，信頼性が十分でないことが構造接着継手の実用化の妨げになっている．このため，異種材接

合用に構造接着が進んでいる自動車・航空機分野であっても，長期信頼性に対する知見は不十分で耐久性評価は

課題となっており 5)，現状ではボルト又は溶接の併用で用いられている．�

� 本研究では，振動対策，燃費向上のための船舶の軽量化対策，高機能材料利用による設計自由度の向上や造船

行程の効率化の観点から，これまで船舶ではあまり用いられてこなかった溶接の代替手法となる火気を伴わない

異種材接合技術を造船で利用するため，防火規則への対応や施工要領の明確化など火気を伴わない接合方法の実

用化に向けた対策に関する研究を実施する．振動対策・軽量化・設計自由度の向上などを通じて船内労働環境の

改善に資するとともに，造船産業の国際競争力の強化を図り造船業の活性化（地方創生）や，造船設計・生産性

向上が期待される．�

 
 

��� 起振力側に複合材を用いた場合の振動減衰効果��

 
����はじめに�

先行研究事例や他産業の新材料の動向を調査した結果，適切な材料がないためこれまで課題であった震動源側

の対策として，減衰特性を変えられる材料を活用した制振特性制御が可能なマルチマテリアル構造が有望である

ことを確認した． 
船舶に搭載される機器と甲板の間は，大型の搭載機器ほど溶接歪により隙間が生じるため，振動によるき裂発

生を抑制するには，隙間を無くして固定する必要がある．船舶の主要な振動源である主機の固定には，1960 年代

までは，隙間形状に合わせた鋼材を削り出し，隙間へはめ込む鋼製ライナーが用いられていた．この工法は，削

り出す鋼材の形状を隙間形状に合わせるため，大変工数のかかる作業であった．一方，1980 年代以降現在では，

硬化する樹脂を隙間へ流し込んで固定する樹脂ライナーによる工法が用いられている．樹脂ライナーによる工法

は，鋼製ライナーによる工法より，大幅な工数削減が可能となるが，1970 年代に登場した当初は，主に実績が無

いことから新造船では船級証書が取得できず，一部の修繕船での採用に限られていた．修繕船での採用実績が増

加するに至り，新造船でも船級の承認が得られることとなった． 
震動源側の制振対策に新材料を適用するに際して，必要な性能要件の目安を得るため，21 団体の船級について

主機固定用樹脂材料の承認要件をとりまとめた．その結果，多くの船級での承認要件は，最大温度（80 ℃）と最

大チョック応力（45 kgf/cm2）であることを確認した． 
構造用接着剤や複合材は，現在は機関区域では使用できない．しかしながら，3.2 で後述するとおり，鋼船規則

R 編 6)の規定による防火構造材料の認定を取得する構造用接着剤も登場している．ここでは，構造用接着剤や複

合材が船舶防火構造規則等に適合し，機関区域に使用可能となった場合，これらを振動源側に用いた場合，どの

程度の振動抑制効果が得られるかについて検討を行う． 
����予備的検討�

所内の先導研究などで開発中の振動予測システム及び振動解析用全船 FE モデルを用いて，金属以外の材料

（CFRP を想定）を対象とした試解析を行い，解析モデルの改良要件を明らかにし，材料による固有振動数や減

衰比の違いが振動値に与える影響を検証可能な解析モデルを検討した．（図 2.1 参照） 
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記  号 
 
E：ヤング率 [GPa] 
t：板厚 [mm]  
 

1. まえがき  

 
海洋基本計画（平成 25 年 4 月）において，産学官連携の下，高付加価値船の技術開発を推進し，我が国造船

業・舶用工業・海洋資源関連産業の国際競争力の強化に寄与することがうたわれている．また，科学技術イノベー

ション総合戦略 2014（平成 26 年 6 月）において，産業競争力を強化し政策課題を解決するためのコア技術の一

つとして革新的構造材料の実機適用に向けた異種材料接合技術等プロセス技術の高度化があげられている．近年

では，異種材接合部の強度向上とともに，新材料の用途が他産業において拡大しており，造船においても新接合

法の一般商船への利用を推進することが必要である． 
粘弾性である接着剤を接合部に使用することで，減衰能を持たせることが可能になることが接着剤の利点の一

つとして報告されている 1)．低弾性接着剤は，動的荷重による振動振幅を効果的に減じるため，硬い接着剤より

も柔らかい接着剤の方が減衰特性に優れていると報告されている 2)．複合材も樹脂が粘弾性体で，金属よりも高

（169）
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結果，全船 FE モデルと部分モデルで周波数特性に遜色がないことを確認した．（図 2.2 参照） 
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局所的な振動特性の把握のためには有限要素法（Finite Element Method, FEM）が有効である．ここでは起振力を

主機軸力，ガイドモーメント（X 型，H 型）及びアンバランスモーメントの 4 ケース（図 2.3 参照）とした場合
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図���� 主機起振力 

 

�

図����  ���� 板を設置した��モデル（左：全船モデル，右：簡易モデル） 
 

����解析結果及び考察�

全船モデルによる船長方向（X 方向）振動の周波数応答解析結果を図 2.5 に示す．全ての起振力ケースにおい

て，主機台への CFRP 板導入による居住区の振動軽減の効果は小さいことが見受けられた．これは，製作可能な

最大厚 50mm 程度の CFRP 板では，主機の質量と比較して小さすぎるため，十分な振動減衰効果が得られなかっ

たと考えられる．簡易モデルを用いて，起振力を Axial force とした場合の主機付近の X 方向及び Z（上下）方向

の振動特性を図 2.6 に示す．図から，簡易モデルを用いた計算結果によれば，CFRP 板設置による軽減効果が周波

数帯によって現れることが確認でき，主機付近であればピークの周波数では 20～30％ほどの振動軽減効果が期待

できることが確認された． 
 

  
①Axial vibration force� � � � � � � � � � ②Guide moment -X 

  

③Guide moment –H� � � � � � � � � � � ④Unbalance moment 

CFRP 板(E=48GPa, t=50mm) CFRP 板(E=48GPa, t=50mm) 
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図����  周波数応答解析結果（評価箇所；居住区，全船モデル） 
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図����  周波数応答解析結果（評価箇所；主機付近，簡易モデル） 
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図����  周波数応答解析結果（評価箇所；居住区，全船モデル） 
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図����  周波数応答解析結果（評価箇所；居住区，全船モデル） 
 

�

図����  周波数応答解析結果（評価箇所；主機付近，簡易モデル） 
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粘弾性体である接着剤と複合材が減衰能を有することに着目し，これらを振動源側に用いた場合，どの程度の

振動抑制効果が得られるかについて，起振力を主機軸力，ガイドモーメント（X 型，H 型）及びアンバランスモー

メントの 4 ケースとし，振動予測システム及び振動解析用全船 FE モデルを用いて，周波数応答解析により検討

を行った．その結果，周波数帯によっては振動軽減効果が確認され，主機付近であればピークの周波数では 20～
30％ほどの振動軽減効果が期待できるものの，居住区では十分な振動軽減効果が得られないことを確認した． 
振動減側での効果的な振動軽減対策は困難であるため，続く章では，現状，溶接により接合されている防振部

材のうち，溶接では課題が生じている防振部材を調査し，火気を伴わない接合方法への代替ニーズのある部材を

選定し，防振部材への火気を伴わない接合方法の実用化に向けた対策を行う． 
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��� �防振部材への火気を伴わない接合方法の実用化に向けた対策��

 
���はじめに�

建造量上位五社を対象とした聞き取り調査または紙面アンケート調査の結果，後付で施工可能な振動防止材や

歪み防止材のニーズがあることが確認されている．これら後付けの振動防止材や歪み防止材の施工のうち，火気

工事が望ましくない部位の補修などにおいては，火気工事による接合部裏面の塗装の焼けや薄板の接合時に生じ

る溶接変形等に起因する追加工事を回避する必要から，構造接着が検討されている．しかしながら，本研究を開

始した平成 28 年（2016 年）の時点では，船舶防火構造規則の適合認定を取得した構造用接着剤は存在しなかっ

た．また，構造用接着剤製造者のインストラクション（技術関係説明書）だけでは，造船分野における接合箇所

毎の具体的な施工要領（仮固定治具・施工手順・施工方法など）について明確ではなかった．そこで本研究では，

現状，溶接で施工されている防振部材のうち，火気を伴わない接合方法のニーズのある部材を調査し，火気を伴

わない接合方法の実用化に向けた対策を行った． 
���構造用接着剤と船舶防火構造規則�

（一財）日本海事協会において，「構造用接着剤使用のためのガイドライン」10)が平成 27 年（2015 年）12 月
に策定された．船級ガイドライン策定後，平成 28 年（2016 年）～平成 30 年（2018 年）にかけて，接着剤製造

者 6 社の 19 製品が認定を取得したが，利用は進まなかった．構造接着の適用の妨げの最大の理由は船舶防火構

造規則であった．船級ガイドラインでは，当面，関係規則で規定される材料“以外”の材料，艤装品等の接合箇

所に使用される構造用接着剤への適用に限るとしているものの，多くの造船所及び艤装工事事業者からは，国際

海事機関（IMO）の規則で規定される低火炎伝播特性に構造用接着剤が適合していることが，船級ガイドライン

策定以前から強く求められていた． 
低火炎伝播特性は，国際海事機関（IMO）海上委員会安全決議 MSC.307 (88)の付属書 2010 FTPCODE11)の Annex 

1 「火災試験方法」の Part5 「表面燃焼性試験（表面材と一次甲板床張り材の試験）」で規定される．この 2010 
FTP CODE の Annex 1 の Part5 の関係規則は，ISO 5658-212)である． 
断熱仕切りに使われる接着剤のみ，材料単独で低火炎伝播性特性を持つことが要求される．よって，断熱仕切

りに使われる接着剤は，露出した表面としての接着剤に，表面燃焼性の試験方法及び内張り・天井張りの判断基

準が適用される．一方，断熱仕切り以外に使われる接着剤には要件は無い．しかしながら，船舶の様々な部位（甲

板，隔壁，防火戸，天井張，内張り，防火窓，防火ダンパー，パイプ貫通部及びケーブル貫通部等）で，A 級，

B 級又は F 級の仕切りであることが求められる．例えば A-60 級仕切りは，FTP CODE Part5 の表面燃焼性試験

で，60 分間の加熱中，非加熱面のいずれの部位においても，180℃を超えないことが要求される．特に居住区で

は，多くの部位でいずれかの断熱仕切り要件が要求されるため，構造接着が，船舶防火構造規則で規定される材

料“以外”の材料，艤装品等の接合箇所への適用に限られる場合，利用することができなかった． 
このような造船業界からの要求に答え，ScottBader 社の CRESTABONDⓇの M7-05 と M7-15 が令和 2 年（2020 

年）までに，FTP CODE Part2（煙・毒性試験），FTP CODE Part5（表面燃焼性試験），ISO171613)（発熱量試験），

並びに，鋼船規則 R 編 6)の規定による防火構造材料（難燃性上張り材（不燃性・難燃性基材用，不燃性基材用，

難燃性基材用），難燃性表面床張り材，一次甲板床張り材）の認定を取得した．現在も認定を維持している．本研

究の一環として，ScottBader 社の FTP CODE 認定取得に際し，受験方法や試験片製作仕様等の情報提供，認定試

験機関である一般社団法人� 日本船舶品質管理協会� 製品安全評価センターとの調整などの支援を行った． 
ScottBader 社が主催する造船所・艤装品の設計・調達担当者などを対象とした鋼船対応構造用接着剤セミナー

において，環境劣化を考慮した長期信頼性の評価手法について劣化係数などの解説を行い，造船分野での構造接

着手法の普及促進を図った．�

����構造接着と真空含侵成型�

海洋構造物では，鋼－繊維強化複合材を用いた補修のニーズがあることが明らかとなった．そこで，海洋構造

物も含めた造船要件として適切な鋼－繊維強化複合材の接合方法について，先行している橋梁等の事例に関する

調査により，評価・選定を行った．構造接着に加え，VaRTM（the vacuum- assisted resin transfer molding：真空含浸）

工法も有望であることが明らかとなり，要件や強度評価手法に関する検討を行った．可搬性や作業性が溶接に及

ばないレーザーなどの可搬に適さない装置を必要とする手法，可搬式でない装置による薬品処理を必要とする手
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法，重量や工数が増加するボルトなどの機械的締結による手法を対象外とすると，鋼と複合材などの異種材接合

において，VaRTM 工法は，構造接着と共に，有力な接合方法の候補の１つである． 
構造接着と VaRTM 成型における，被着材の特性や切削方法・接合表面の前処理方法など異種材接合の施工条

件に関する評価・選定を行った．被着面の前処理の有無など施工性も含めた接合条件パラメータの組合せが接合

強度に及ぼす影響を評価し，造船部材要件として適切な接合条件を明らかにした（表 3.1）． 
しかしながら，ScottBader 社の CRESTABONDⓇの M7-05 と M7-15 が令和 2 年（2020 年）までに，3 章 2 節

で前述したとおり，船舶防火構造規則関連の認定を取得したため，鋼材同士の同種材接合から，複合材を含む異

種材接合まで広範囲に対応可能な最も有望な接合方法となった．そこで，本研究では，評価対象の接合方法を構

造接着に絞り込み，VaRTM 成型などのその他の接合方法については取り扱わないこととした． 
 

表���� 造船部材要件として適切な異種材接合条件 
 

 
���仮固定治具・施工手順・施工方法などの施工要領�

船級ガイドラインでは，施工は，構造用接着剤製造者のインストラクション（技術関係説明書）に従うとして

おり，その他は，必要に応じてボルトでの補強，形状・配置に起因する応力集中部のスチフナ等での補強，必要

に応じてアースの設置について記載されているのみである．また，施工要領としても，作業場の温湿度管理，ご

み・ほこり等の除去，火気使用の回避，主剤と硬化剤の配合，被着面前処理，結露・スプリングバック・硬化発

熱への注意，仮固定の必要性など，一般的な内容に留まっている．造船分野における接合箇所毎の具体的な施工

要領（仮固定治具・施工手順・施工方法など）については記載されておらず，このことも，多くの造船所及び艤

装工事事業者にとっては，構造接着の使用妨げの理由の 1 つとなっている． 
本研究の一環として，令和 2 年度（2020 年度）に（一社）日本船舶電装協会からの請負研究「接着剤を用いた

電装工事要領に関する調査研究における実物大模型を使った施工実験」を実施し，仮固定治具・施工手順・施工

方法などの施工要領を作成した 14)．仮止め方法についての検討が不十分であったので，本請負研究の枠組みの中

での海技研独自の追加試験として，構造用接着剤を用いた電装用部材の接着施工について，構造用接着剤が完全

に硬化するまでの間，接着位置に被着部材を固定しておくための各種仮止め方法の試行を実施し，原則 1 名での

作業が可能な有効な仮止め方法を明らかにするとともに，各種仮止め方法に適した施工手順についての検討を

行った．1m 未満の艤装品サイズでは，作業者 1 名で 1 分未満の位置合わせ・加圧時間で接着可能であることを

確認した．（図 3.1 参照） 
  

構造用接着剤 VaRTM成型

第二世代アクリル樹脂系接着剤(SGA) 鋼材接触面は複合材樹脂リッチ層（接着接合）

第2類引火性固体, 第4類第1石油類 硬化剤：第5類自己反応性物質有機過酸化物

プライマー不要 プライマー不要
サンディング要 サンディング不要

3mm程度 制約無(複合材被着材を後工程で積層)
冬季 速乾型硬化剤（23℃で5分） ヒーターでの樹脂加温により標準と同程度

作業可能時間 標準 標準硬化剤（23℃で15分） (23±5)℃で30分
夏季 遅硬化型硬化剤（35℃で15分） 35℃で15分

作業可能時間の4倍程度の圧締時間が必要 3時間で脱型(包材撤去)可能
鈍感（±20%許容） 鈍感（±20%許容）

不要（混合ガンの使用で施工速度向上） 要（真空脱気用包材、真空ポンプなど）

9～12 MPa (接着層厚3mmの場合) 10～15 MPa

硬化剤混合比感受性

接着部

消防法危険物
(製品で異なる)

異材接合部劣化前
引張せん断強度

(複合材樹脂により異なる)

被着体接合面前処理

充填可能被着材間隔

固着時間

副資材
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硬化剤混合比感受性
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法，重量や工数が増加するボルトなどの機械的締結による手法を対象外とすると，鋼と複合材などの異種材接合
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� 十分な接着強度を有する瞬間接着剤または接合用両面粘着テープによる方法を主な仮止め方法とし，磁性材料

壁面でマグネットが利用可能な場合は，比較的重量物のある被着部材に対して，ゴムバンドを併用したマグネッ

トによる仮止め方法が有効である．�

 

 
図���� マグネット，瞬間接着剤，両面テープによる仮止め方法 

 
���評価対象防振部材の選定�

船殻構造の起振応答量解析は難しく，設計時に推定していた固有振動数とは異なり，実際には，損傷報告後に

判明した振動モードの固有振動数が起振周波数域に存在し，共振を起こしていた事例が確認されている．現状，

課題が生じている部位は，燃料タンク壁や清水タンク壁で，エンジンやプロペラを起振源として，壁が共振した

場合は 10Hz 程度の振動が発生することがあり，試運転後や就航後に振動が確認され対策が必要な事例が生じて

いる．試運転後や就航後は，接合部裏面（飲料水である清水タンク内面には特別な塗装がされている）も含む塗

装の焼けが発生すると更なる追加工事が発生するため，溶接などの火気工事を伴う補強部材の追加は可能な限り

回避することが望ましい．そこで，評価対象部材として共振防止カーリング（板材補強小型骨材）を選定した．

現状では，亜鉛ショッププライマー船級鋼板（KA）による幅 200mm×厚さ 12mm のフラットバーが溶接により

接合されている．単位長さ 1m 当たりの重量は 18.84kg/m である． 
造船分野での使用に適した構造用接着剤の材料としての認定要件である ClassNK「構造用接着剤使用のための

ガイドライン」では，「安全率については当面 40 倍とする．ただし詳細設計により減じることができる．」とされ

ている．現在，NK ガイドラインに基づく認定を継続している構造用接着剤は，すべて接着層厚が厚い場合に適

した第二世代アクリル樹脂(SGA)系接着剤である．SGA の引張剪断強度は引張強度の 6 割程度であり，強度の低

い引張剪断強度を用いて強度評価が行われる．200×12FB の自重が剪断力として作用する場合の引張剪断強度は

0.016MPa である．40 倍の安全率で必要な引張剪断強度は 0.64MPa 以上である． 
本研究で評価対象として選定した SGA の引張剪断強度のカタログ値は，接着剤メーカーが推奨する「#120 ペー

パーで完全研磨（24 往復）した場合」の冷間圧延鋼板では 21-25MPa である．また，自動車分野の主要材料の一

つである溶融亜鉛メッキ鋼板に対応した接着剤であり，引張剪断強度のカタログ値は，「脱脂処理のみで研磨無し

の場合」の溶融亜鉛メッキ鋼板では 13-18MPa である．上述の通り，評価対象 SGA の引張剪断強度は 200×12FB
の自重に対して 40 倍の強度安全率を踏まえた場合に対してもなお数倍以上の余裕があり，必要接着面積など要

件は十分確保されている．また，溶融亜鉛メッキ鋼板では，脱脂処理のみの研磨無しで接着可能とされているこ

とから，まずは，評価対象部材であるフラットバー（300mm 長による予備試験）接着部被着面の前処理として，

研磨せずに接着したところ自重によるずれは確認されなかった． 
火気を伴わない接合方法として，構造接着は適しているものの，1m 超部材で実用化するためには，造船所から

は，被着面前処理の要件緩和による作業工数削減が期待されている．そこで，本研究終了後は民間資金のみで，

引き続き，火気を伴わない接合方法の一つである構造接着の実用化を促進させるため，より多くの造船所が新た

なアプリケーションとして構造接着を利用する際の障害を低減させる狙いで，作業が簡便となるよう被着面前処
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理の要件を見直すこととした．まず初めに亜鉛ショッププライマーの密着力を，JIS K 5600-5-7：201415)「塗料一

般試験方法−第 5 部：塗膜の機械的性質− 第 7 節：付着性（プルオフ法）」（ISO 4624:2002(MOD)）に準拠して計

測した．被着面前処理は，JIS K 5600-1-416)：2004「塗料一般試験方法－第 1 部」（ISO/DIS 1514:2002(MOD)）に規

定する前処理として，粒度#80 のアルミナ質研削材による研磨紙を用いて 10 往復研磨した．その結果，亜鉛ショッ

ププライマーの密着力は 15-21MPa で十分であり（図 3.2 参照），被着面前処理としての研磨の度合いの方が構造

用接着剤の強度に及ぼす影響が大きいことを確認した． 
溶融亜鉛メッキ鋼板とは異なり，亜鉛ショッププライマーに対しては接着剤メーカーがデータを有していない

ことから，連携造船所と協議の上，本研究では，研磨無しは除外し， #120 ペーパーで完全研磨（24 往復）した

場合と，その半分の研磨工数となる#120 ペーパーで 12 往復研磨した削りむらの残る不完全研磨状態の場合（図

3.3 参照）とで，引張剪断試験・圧縮剪断試験により剪断強度にどの程度違いが生じるか評価した．その結果，不

完全研磨では，特にメートル長以上の接着線長では，使用環境温度や接着施工品質によっては，接着部の剪断応

力の実効値が接着部の設計剪断応力下限値 2.5MPa を下回る可能性があることが確認された．よって，実用に適

するか効果を検証するための実証部材を用いた振動試験においては（4 章で後述），被着面前処理として完全研磨

とした． 
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亜鉛ショッププライマーの密着力:15-21MPa 
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#80ペーパーによる 10往復研磨 
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図���� 被着面前処理状態 

 
����まとめ�

本研究では，火気を伴わない接合方法の実用化に向けた以下の対策を行った． 
①ScottBader 社の FTP CODE 認定取得に際し，受験方法や試験片製作仕様等の情報提供，認定試験機関との調整

などの支援を行った．ScottBader 社の CRESTABONDⓇの M7-05 と M7-15 などが構造用接着剤としては初めて

FTP CODE Part2（煙・毒性試験），FTP CODE Part5（表面燃焼性試験）の適合認定を取得した． 
②構造接着と VaRTM 成型における，被着材の特性や切削方法・接合表面の前処理方法など異種材接合の施工条

件に関する評価・選定を行い，被着面の前処理の有無など施工性も含めた接合条件パラメータの組合せが接合強

度に及ぼす影響を評価し，造船部材要件として適切な接合条件を明らかにした． 
③構造用接着剤を用いる場合の仮固定治具・施工手順・施工方法などの施工要領を作成した．各種仮止め方法の

試行を実施し，原則 1 名での作業が可能な有効な仮止め方法を明らかにするとともに，各種仮止め方法に適した

施工手順についての検討を行った．1m 未満の艤装品サイズでは，作業者 1 名で 1 分未満の位置合わせ・加圧時

間で接着可能であることを確認した． 
④防振部材への火気を伴わない接合方法の利用に関する評価対象部材として共振防止カーリング（板材補強小型

骨材）を選定した．より多くの造船所が新たなアプリケーションとして構造接着を利用する際の障害を低減させ

る狙いで，作業が簡便となるよう被着面前処理の要件の評価を行った．しかしながら，接着剤メーカーが推奨す

る要件の半分の研磨工数では，特にメートル長以上の接着線長では，使用環境温度や接着施工品質によっては，

接着部の剪断応力の実効値が接着部の設計剪断応力下限値2.5MPaを下回る可能性があることが確認された．よっ

て，被着面前処理として接着剤メーカーが推奨する要件に従うこととした． 
 
 

 

SM490A：21-25MPa 
CFRP:8-12MPa 

#120 ペーパーによる 24 往復研磨 

 
亜鉛ショッププライマーKA 

#120 ペーパーによる 12 往復研磨 
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����はじめに�

昨今の造船業は，作業者不足が常態化しており，国際的な競争力を保つために生産性の向上とコストダウンの

継続的な両立が必要とされる環境にある．船舶の構造継手は溶接継手が大半を占め，建造に占められる溶接作業

の割合も極めて高いため，構造継手の施工効率化は生産性の向上に直結する． 
他産業において，特に自動車・航空機分野では異種材料の接合に構造用接着剤が活用され，車体の軽量化にも

貢献している．造船業においても，日本海事協会より構造用接着剤関連ガイドラインが発行され 6)，今後，構造

用接着剤の活用が期待されるが，現状で接着剤の使用が認められるのは，船体主要構造部を除く部材と艤装品の

接合部に限られ，その適用は限定的な範囲に留まっている．構造部材への適用が制限されている要因として，接

着剤の耐久性および強度の不透明さが挙げられる．耐久性については研究が進んでいる 17)ものの，船体構造への

使用を前提とした接着継手強度に関する研究はほとんど報告されていない 18)． 
� 接着剤と溶接の違いの一つに入熱に起因する施工のタイミングの制約の差が挙げられる．溶接では被着材を溶

融させるための入熱が原因で被着材近傍の塗装が焼けるという，いわゆる「溶接焼け」が発生する．船体構造の

防振を目的としたカーリング（防振カーリング）は，建造終盤の塗装が完了したタイミングで追設されることも

少なくないことから，溶接による塗装焼けのために取り付け工事が困難になることが多い．一方，接着剤は塗装

を焼くことなく施工可能なため，防振カーリングを接着剤で取り付けることが出来れば，施工裕度を拡張できる． 
接着剤施工による防振カーリングの実現には，接着剤の強度を明らかにし，シミュレーションでその剛性およ

び固有振動数を推定できることが必要である．著者らは接着剤継手の弾性範囲の剛性を精度良くシミュレーショ

ンする簡易的なモデル化方法について検討している 19)． 
本章では，接着継手を持つ試験体の設計及び固有振動数の実験調査を行った結果を報告する． 

����実験方法�

試験は動電式振動試験機 CV-1000（IMV 株式会社製）を使用し，起振周波数を変化させながら，各周波数にお

ける振動加速度を計測する正弦波掃引試験（スイープ試験）を実施した．図 4.120)に試験装置の写真を示す． 
シリーズ実験を行うに先立ち，実船相当の加振条件を設定するために，鋼材に接着剤（接着層厚 0.5mm）で補

剛材を取り付けた試験体を対象に，スイープ試験を加速度±4.9m/s2(0.5G)で実施したところ，試験体の固有値は

58Hz，応答倍率は約 27 倍であった．ここで，実船で想定される振動応答の範囲としては，振動評価に用いられ

る Lloyd’s Register 「Ship Vibration and Noise」の上限とすると，試験体の固有値に近い起震周波数 60Hz の場合

の基準上限加速度は±27m/s2であり，応答倍率が約 27 倍であることを考慮すると，加速度±1 m/s2が実船で想定

される振動応答の範囲となる．よって，掃引周波数は 5.0 Hz～85.0 Hz，振動台の加振方向は上下方向，起振加速

度は 1.0 m/s2でシリーズ実験を実施することとした． 
 
 

 
図���� 振動試験装置 ����
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少なくないことから，溶接による塗装焼けのために取り付け工事が困難になることが多い．一方，接着剤は塗装

を焼くことなく施工可能なため，防振カーリングを接着剤で取り付けることが出来れば，施工裕度を拡張できる． 
接着剤施工による防振カーリングの実現には，接着剤の強度を明らかにし，シミュレーションでその剛性およ
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����実験方法�

試験は動電式振動試験機 CV-1000（IMV 株式会社製）を使用し，起振周波数を変化させながら，各周波数にお

ける振動加速度を計測する正弦波掃引試験（スイープ試験）を実施した．図 4.120)に試験装置の写真を示す． 
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����試験対象�

鋼材は一般構造用圧延鋼材 SS400，接着剤は Scott Bader 社の Crestabond M7-1521)を使用した．それぞれのヤン

グ率，ポアソン比および密度を表 4.120)に示す．本接着剤は日本海事協会の認証を有する接着剤用プライマー不要

のアクリル系接着剤であり，表 4.120)に示す数値は硬化完了後のものである． 
 

表����供試材の機械的特性 ����
 鋼板材 接着剤 
Material SS400 Crestabond M7-15 
Young's modulus [MPa] 206,000 1,200~1,700 
Poisson's ratio [-] 0.30 0.29 
Density [g/cm3] 7.85 0.98~1.02 

 
本研究では，これまで全ての試験片製作時は，評価対象接着剤メーカー製品の製作を取り扱っている複合成形

材料・繊維メーカーのグループ会社にて精密に接着接合を行ってきた．しかしながら，被着面前処理の度合いや

接着層厚などが構造接着の接合強度のばらつきに影響を及ぼすため，実機への適用に先立ち，連携造船所自身が

接着接合した試験体を用いて，構造接着を用いた共振防止カーリングの効果を検証するための振動試験を実施し

た．振動試験用の試験体製作により，共振防止カーリングのように接着線長が 1m を超える場合であっても，3 章

4 節で前述した艤装品サイズ用の仮固定治具・施工手順・施工方法などの施工要領 14)で，接着可能であることを

確認した． 
試験体形状は実際に防振カーリングが取り付けられる船体構造を想定し，図 4.220)に示す形状とした．接着剤の

厚さによる強度への影響を考慮するため，接着剤の厚みは 0.5, 3.0, 6.0, 9.0 mm の 4 条件とした．溶接の試験体は

脚長 5.0 mm の 1 条件とし，両面すみ肉溶接で接合した．接着剤の厚みが 0.5, 3.0, 6.0 mm の試験体は 3 体ずつ，

厚みが 9.0 mm および溶接の試験体は 1 体製作した．接着剤メーカーが推奨する接着剤の厚みは 0.5 mm である

が，防振カーリングが取り付けられる船体構造の製作精度を考慮すると 0.5 mm 以上の取り付けギャップが発生

する可能性が高いため，3.0 mm, 6.0 mm, 9.0 mm の厚みでも試験を実施した．試験条件の一覧を表 4.220)に示す． 
 

(mm) 
図���� 試験体形状 �����
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表���� 試験条件 ����

Test ID Joining method Gap[mm] Number of 
specimens 

1 Welding - 1 
2 Adhesive 0.5 3 
3 Adhesive 3.0 3 
4 Adhesive 6.0 3 
5 Adhesive 9.0 1 

 
試験体を試験機に取り付けるための治具は鋼材で作成し，脚長 5 mm の両面すみ肉溶接で試験体に接合した．

試験機には 25 Nm の締め付けトルクを与えた計 6 本のボルトで取り付けを実施した．図 4.3，4.420)に示すように

試験機に取り付けた．振動計測には 1 軸の加速度ピックアップを用い，試験体中央の上下，左右方向および試験

体の 1/4 位置での上下方向を計測した（図 4.5 参照）． 
 

�  
���図 ���� 振動試験体配置図� � � � � � � � 図 ���� 試験体を振動試験装置に取り付けた状態 ���� � � �
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����実験結果�

計測された各ピックアップの周波数と振動加速度の関係を図 4.6 に示す．試験体の固有振動数は 56～60Hz，応

答倍率は 32.1～36.7 倍であった．比較試験で実施した同形状の溶接試験体の固有振動数は 58Hz，応答倍率は 38.3
倍であった．構造接着の場合も溶接とほぼ同程度の剛性であった．接着継手の方が僅かではあるが応答加速度が

低いことが分かる，即ち，減衰効果は溶接継手に比べ，接着継手の方が向上している．各試験体の固有振動数を
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2 Adhesive 0.5 3 
3 Adhesive 3.0 3 
4 Adhesive 6.0 3 
5 Adhesive 9.0 1 

 
試験体を試験機に取り付けるための治具は鋼材で作成し，脚長 5 mm の両面すみ肉溶接で試験体に接合した．
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表 4.320)に示す．試験体の減衰は十分小さいと考えられるため，応答が最大となる周波数がその試験体の最低次の

固有振動数であるとした． 
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���接着層厚：������� � � � � � � � � � � � � � � � � 接着層厚：������ 

� �  
  � � � � � � � � � � 溶接接続�

図 ���� 試験体の位置および方向の周波数と加振動加速度の関係�

 
表���� 試験体の固有振動数 ����

Test ID Natural Frequency [Hz] 
Measured Average 

1 57.5 57.5 
2-1 57.5 

56.8 2-2 56.0 
2-3 57.0 
3-1 57.5 

57.8 3-2 59.0 
3-3 57.0 
4-1 59.0 

58.8 4-2 58.5 
4-3 59.0 
5 60.0 60.0 
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中央のピックアップの振動応答が最大であり，1/4 位置のピックアップの応答が中央よりも小さいことから，共

振時の振動モードは両端が節となり振動する 1 半波モードであると考えられる．接着層の厚みが同じ試験体でも，

計測された固有振動数には多少のばらつきがあるが，接着層が厚くなるほどに僅かに固有振動数が高くなる傾向

が確認された（図 4.7 参照）．この理由としては，接着層厚の増加に伴い，補剛材高さが大きくなり，断面係数が

増加（剛性が増加）していると考えられる． 
 

 

図���� スイープ試験による固有振動数の一覧�

 
続いて，試験体の耐久性を確認するためのスポット試験を行った．「Lloyds Ship Vibration and Noise Guidance Notes」

22)では，20Hz 以下の基準上限変位は 0.5mm であり，実船で想定される起信周波数は 10Hz 程度では，基準上限加

速度は±2m/s2 である．接着部の剥離が生じる変位を得るため，実船で想定される振動応答を超える加速度で，5
分間ずつ段階的に加速度を±1 m/s2→±3m/s2→±6m/s2→±9m/s2→±12m/s2と上げる計画で試験を実施した．接着

層厚 0.5mm，3.0mm，6.0mm では，加速度±6m/s2で剥離が発生し，応答倍率の平均は，36～49 倍（±219～±294 
m/s2）であった．接着層厚 9.0mm では，加速度±9m/s2で剥離が発生し，応答倍率の平均は，35 倍（±319 m/s2）

であった． 
更に，接着継手を持つ試験体の実験による振動特性と FEM でのシミュレーション結果の比較を行い，溶接と

比較した場合の接着剤の剛性およびモデル化手法について考察した結果については別途報告 20)された． 
����考察�

� 多くの文献では，接着層厚の増加と共に，試験体の剛性が低下し，固有振動数は低下すると報告されている．

一方で，接着層厚の増加と共に，試験体の剛性は向上するという逆の結果も報告されている．Damm らは，接着

層厚が増加すると，減衰振動の散逸関数も増加すると報告している 1)．Damm らは，別の文献でも，損失係数が

0.1 増加すると，一般的な鋼構造では，振動振幅が 50%低減し，損失係数が同じ場合，接着層厚の増加と共に振動

振幅は減少するため，接着層厚の増加は，接着継手の減衰特性にプラスの影響を及ぼすと報告している 2)．Guo ら

は，動的な剛性を向上させるために接着層厚を減じると，それに伴い減衰能が減少するので，接着層厚の増加は，

減衰特性を向上させるが，動的剛性は低下すると報告している 23)．Zeaiter らは，接着層厚の増加と共に，接着部

の剛性は低下し質量は増加するが，元の接着層厚が薄い場合は，この接着層厚の増加に伴う剛性低下はわずかで，

代わりに高次モードでの固有振動数の僅かな低下が確認されたと報告している 24)．一方で，Yildiz らは，接着層

厚の増加と共に曲げ剛性は増加し，変形しにくくなると報告している 25)． 
� 本研究で実施した振動試験から得られた結果では，表 4.320)で示されるとおり，接着層厚の増加と共に，固有振

動数の僅かな増加が確認された．固有振動数の僅かな増加は，試験体の剛性が僅かに増加したことを表している．

この理由としては，本研究で実施した振動試験の試験体形状においては，接着層厚の増加に伴う影響は，補剛材

高さに及ぼす影響が大きく，接着層厚の増加と共に補剛材高さが大きくなり，断面係数が増加（剛性が増加）し

ていると考えられる． 
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����まとめ�

船体構造の防振を目的としたカーリング（防振カーリング）の接着剤施工による実現に向けて，接着継手を持

つ試験体の設計及び固有振動数の実験調査を行った．その結果，接着層厚 0.5mm，3.0mm，6.0mm では，「Lloyds 
Ship Vibration and Noise Guidance Notes」で規定される基準上限加速度は±2m/s2の 3 倍となる加速度±6m/s2まで

剥離は発生しなかった．接着層厚 9.0mm では，基準上限加速度の 4.5 倍となる加速度±9m/s2 まで剥離は発生し

なかった．また，構造接着による試験体から得られた固有振動数と応答倍率は，比較試験で実施した同形状の溶

接試験体から得られた固有振動数と応答倍率にほぼ等しく，構造接着の場合も溶接とほぼ同程度の剛性であった．

以上より，現状溶接により施工されている共振防止カーリングを構造接着による施工に変更しても，十分な接着

強度を有することを確認した． 
 
�

��� あとがき 
 
本研究では，まず初めに，粘弾性体である接着剤と複合材が減衰能を有することに着目し，これらを振動源側

に用いた場合，どの程度の振動抑制効果が得られるかについて，周波数応答解析により検討を行った．その結果，

周波数帯によっては振動軽減効果が確認され，主機付近であればピークの周波数では 20～30％ほどの振動軽減効

果が期待できるものの，居住区では十分な振動軽減効果が得られないことを確認した． 
続いて，構造用接着剤の低火炎伝播性認定の支援，構造接着と VaRTM 成型における造船部材要件として適切

な接合条件の評価・選定，構造用接着剤を用いる場合の仮固定治具・施工手順・施工方法などの施工要領の作成，

評価対象部材として共振防止カーリング（板材補強小型骨材）の選定，並びに被着面前処理の要件の評価・決定

を行った． 
最後に，船体構造の防振を目的としたカーリング（防振カーリング）の接着剤施工による実現に向けて，接着

継手を持つ試験体の設計及び固有振動数の実験調査を行った．その結果，現状溶接により施工されている共振防

止カーリングを構造接着による施工に変更しても，十分な接着強度を有することを確認した． 
本研究では，防振部材への火気を伴わない接合方法の利用に向けて様々な研究開発を行い，実用に役立つ重要

な成果が得られた．しかしながら，実船試験による効果の検証を目指していたが，研究期間内で実機への適用に

至ることができなかった．今後は，連携造船所における実機適用への支援を引き続き行う． 
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